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研究成果の概要（和文）：本研究は、自動車部品産業の国際分業のあり方を新興国市場での現地化という視点から理解
することを目的とし、サプライヤーの戦略や組織に関する定量的及び定性的調査を行った。研究を通じて、生産機能で
の現地化は進展していることが確認された。ただし、現地2次サプライヤーの育成は進んでおらず、深層レベルでの現
地調達は進んでいないことが確認された。開発機能はアプリケーション設計や評価・ソフト分野で現地化の進展は見ら
れたが、研究開発や基本設計分野での国際分業はほとんど進んでいなかった。部品サプライヤーにとって、開発機能の
上流の分野を現地化することは、開発の国際分業を進展させる上で重要性が高くないことが確認された。

研究成果の概要（英文）：This study aims to understand how the international division of labor should be 
realized in the automobile parts industry from the viewpoint of localization in emerging markets, where 
we conducted quantitative and qualitative research on the strategy and organization of 
Japanese-affiliated automobile parts suppliers. The overall outcome of the study confirmed that 
localization in production function is in progress. However, it was also confirmed that local procurement 
on the deeper level has not made much progress, because local companies as secondary suppliers have not 
been developed sufficiently. Moreover, in the development function little progress could be confirmed in 
the international division of labor in the fields of R&D and basic design, which showed that localization 
in the fields of R&D and basic design does not have significant importance for automobile parts 
suppliers.

研究分野：経営学

キーワード： 自動車部品　調達現地化　国際開発分業　新興国調査

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 日本の自動車産業におけるメーカー・サプ
ライヤー間の部品取引は、世界中のさまざま
な分野の研究者から関心を集め、数多くの研
究が積み重ねられてきた。それらは、サプラ
イヤーシステムの構造や機能、完成品メーカ
ーとサプライヤーの協調的関係、信頼に基づ
いたインセンティブ構造、外部知識のマネジ
メントなど多岐にわたる。 
 日本自動車産業のサプライヤーシステム
に関しては、多様な視座に立脚した優れた研
究が多い。それらの中で研究者らが主張して
いる日本の自動車部品取引の主な特徴をま
とまると次の 3つになる。 
 
(1) 長期継続的な取引を前提にしている 
(2)  自動車メーカーは部品開発で少数なが
らも複数のサプライヤーを競争させてい
る 

(3) 部品の開発は設計、製造、品質管理など
をまとめて任せるパターンをとっている 

 
 先行研究の有効性を認める一方で、欧米の
自動車先進国に対する国際競争力において
有効であった日本のシステムも、新興市場が
急成長する中、海外自動車メーカーとの国際
競争や新興国市場への対応という面では、上
記 3つの特徴を背景にしたサプライヤーシス
テムの有効性に限界が見え始めているよう
である。モータリゼーションが本格化する新
興市場では、日本の品質と価格のバランスで
は競争優位を確立できないようになりつつ
あるのではなかろうか。 
 従来のシステムは新興市場に対応できな
いのか、修正を図るとすればどの部分をどの
ように行うべきか、これが本研究の背後にあ
る問題意識であった。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、自動車製品システムの電動化の
進展と新興市場での自動車産業の発展がサ
プライヤーシステムにどのような影響を及
ぼしているかを把握し、サプライヤーシステ
ムに関する構造変化の動向と、部品サプライ
ヤーの分業のあり方を検討することを目的
としている。 
 本研究において明らかにしようと試みる
課題は以下の 2つに分けられる。 
 
(1)サプライヤーシステムの構造及び機能 
 サプライヤーシステムの構造及び機能は
グローバルレベルで大きな変容を遂げつつ
ある。2000 年以前においては、ジャスト・
イン・タイムに典型的に見られるように、日
本のサプライヤーシステムは短納期納入、在
庫の極小化、多品種混流ラインへの対応とい
う点で世界トップレベルにあった。しかしな
がら、新興国において日本的なシステムは今
後とも国際的な競争優位を保っていくこと
ができるのであろうか。 

 
(2)国際化・現地化に伴う戦略・組織問題 
 近年における新興市場での自動車・部品産
業は著しい発展を遂げてきている。1 次サプ
ライヤーはタイをはじめASEAN諸国で生産
機能の現地化は進展しているものの、開発機
能の現地化は進んでいない。生産機能の現地
化だけでなく、開発機能の現地化にも焦点を
当て、国際分業のあり方とあるべき姿を阻害
する要因の有無の検討が求められる。 
 
 (1)に関しては、自動車部品サプライヤーシ
ステムの構造変化を経時的データによって、
電動化の影響と新興市場の発展の影響を分
析した。 
 (2)に関しては、国際化・現地化に伴う戦
略・組織上の問題に対して、サプライヤーシ
ステムの移転とそれに伴う戦略・組織問題に
ついて実態調査を展開した。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、上記の目的を達成するために、
定量調査と定性調査の両方を組み合わせて
実施した。具体的には、(1)自動車部品流通に
関するデータセットを用いた製品単位での
データの整備と分析、(2)アンケートで取得し
たデータによる実態の把握及び 1次サプライ
ヤーへの国内、(3)ASEAN諸国での現地での
聞き取り調査聞き取り調査の 3点である。 
 現地聞き取り調査は、ASEAN（タイ・イ
ンドネシア・ベトナム・フィリピン）、台湾、
中国で渡航調査を実施し、この調査結果の分
析を行った。 
 また、アンケートデータによる海外での開
発機能の展開状況に関する考察は、参加して
いる研究会で実施した自動車部品サプライ
ヤー向けのアンケート調査により得られた
結果を活用し行った。 
 
４．研究成果 
 本調査研究の期間にわたって、本研究の 2
つの課題について研究成果が生み出され、論
文、学会発表、研究会での意見交換などを通
じて広く発表した。 
 第一の課題であるサプライヤーシステム
の構造及び機能の変容については、取引関係
のオープン化が進みつつあり、電動化、グロ
ーバル化の影響により、さらにオープン化が
進むと予測されていた。しかし、国内での取
引関係を定量データで時系列に比較したと
ころ、1999 年以前は自動車メーカーの調達
先数とサプライヤーの納入先数がともに増
加傾向にある中でのオープン化であったが、
1999 年以降は自動車メーカーの調達先数が
減少し、サプライヤーの納入先数が増加する
といったオープン化であった。つまり、中身
に質的な転換が生じていた。この結果から、
調達構造は単純にオープン化が進んでいる
のではなく、部品の種類によって二極化して
きていると考えられる。競争優位に影響を及



ぼさない標準的な部品は、取引関係がオープ
ン化傾向にある。しかし、自動車の性能に重
要な部品は自動車メーカーとサプライヤー
の間で調整や共同開発業務が多く必要であ
るため、ある程度調達企業を絞り込みが求め
られる。そのため重要な部品は 2～3 社に収
斂してきたと考えられる。 
 取引関係を量的に見た場合、サプライヤー
の納入する顧客数と自動車メーカーの調達
するサプライヤー数の傾向には大きな変化
はなかった。自動車部品においてサプライヤ
ーが部品を納入する顧客の範囲は 3社程度で
ある、自動車メーカーは部品を 2～3 社の比
較的少数のサプライヤーから調達している、
という従来からの取引構造については、顕著
な変化が観察されなかった。この結果は、サ
プライヤーシステムの構造変化を考察する
には、取引関係の質的変化の分析が必要であ
ることを示唆している。 
 第二の課題である国際化・現地化に伴う戦
略・組織問題については、1 次サプライヤー
を中心に新興国での生産機能の現地化の進
展が確認された。しかし、1 次サプライヤー
から見た部品・材料調達では、現地企業から
の調達割合は少なく、多くの部材を日系 2次
サプライヤーもしくは自社で内製している
おり、深層レベルでの現地化はさほど進んで
いなかった。生産設備や治具・工具について
も同様であった。 
 開発機能については、4 つの分野に分けて
考察をした。テスト・評価、それにアプリケ
ーション設計、そして基本設計、さらに基礎
的な研究開発である。アンケートデータと聞
き取り調査の結果から、新興国の現地拠点で
研究開発を実施している 1次サプライヤーは、
せいぜい上位 10％の大手サプライヤーに限
られるようである。開発機能の中でも、
ASEAN 諸国を中心した新興国では、アプリ
ケーション設計が最も現地化が早く、続いて
テスト・評価機能であった。研究開発や基本
設計分野の現地化は、ほとんど進んでいない
のが実態であった。研究開発や基本設計分野
の現地化が進んでいる北米との違いが明ら
かであった。北米には顧客である車両メーカ
ーが現地で車両開発をしているが、ASEAN
域内では車両開発をしている顧客がいない
ことが、研究開発や基本設計を現地で手がけ
ない主な要因である。 
 その一方で、現地仕様のためのアプリケー
ション開発は車両メーカーの現地エンジニ
アとのやり取りが発生するため、現地化が進
みやすく、部品を車両に搭載した時の機能テ
ストは車両メーカーの現地のエンジニアが
立ち会いのもとで行うことが多いため、テス
ト・評価は現地化が進展しやすいことも確認
された。また、テスト・評価機能に先行投資
した部品サプライヤーは、海外で拡販しやす
い傾向が見られた。車両メーカーにとって、
現地で部品のテスト・評価ができるというメ
リットは大きいと言える。 

 開発機能の国際分業でさらに明らかにな
ったことは、研究開発や基本設計は知識の集
約が重要であり、また範囲の経済も考慮する
必要があるため、本国（日本）で集約して行
う方が品質面でも効率面でも有利であると
判断している企業がほとんどであったとい
うことである。 
 上記のことから、開発機能の分業は、「研
究開発/基本設計」と「アプリケーション設計
/テスト・評価」の 2つの分野に分けて論じる
ことの妥当性が確認された。 
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